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ＴＯＫＯニュースレター 

Ｖｏｌ．12３/2021年３月号 

発行日：2021年３月 2６日 

Ⅰ．最新情報（202１年２月１日～202１年２月２８日） 

 

１．業種別委員会 

CPA協会 

HP掲載日 
種類 タイトル 内  容 適用時期等 

202１年 

２月１０日 

公開 

草案 

「業種別監査委員

会報告第  26 号

「保険業における

金融商品会計基準

適用に関する会計

上及び  監査上の

取扱い」の改正に

ついて」（公開草

案）の公表につい

て 

日本公認会計士協会（業種別委員会）では、2020 年９月 29

日に、企業会計基準委員会から実務対応報告第 40 号「LIBOR

を参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（以下「実務

対応報告第 40 号」という。）が公表 されたことを踏まえて、業

種別監査委員会報告第 26 号「保険業における金融商品会計基準

適用に関する会計上 及び監査上の取扱い」の見直しを行い、一

通りの検討を終えたため、公開草案として公表し、広く意見を求

めることといたしました。 

－ 

 

２．IFRS関係（会計制度委員会） 

特になし 

 

３．学校法人会計（学校法人委員会） 

特になし 

 

 いよいよ桜も開花し春到来となりました。まだまだコロナウィルスの影響が続き、決算や月次処理

等を出勤、テレワークで対応し、生活のリズムを崩れされている方も多いでしょう。昼休みには、近

所の桜でも眺めながら気分をリフレッシュして、この多忙な時期を乗り越えましょう。 
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４．非営利・公会計（非営利法人委員会、公会計委員会） 

特になし 

 

５．IT 関係（IT 委員会）  

CPA協会 

HP掲載日 
種類 タイトル 内  容 適用時期等 

202１年 

２月２４日 

通達 業務本部  2021 

年審理通達第１号 

監査報告書の作成

及び EDINET に

よる提出並びに 

XBRL タグ付け

への関与について 

 

 日本公認会計士協会では、2021 年２月 18 日に開催されまし

た常務理事会の承認を受けて、業務本部 2021 年審理通達第１

号「監査報告書の作成及び EDINET による提出並びに XBRL タ

グ付けへの関与について」を 2021 年２月 22 日付けで公表し

ましたので、お知らせいたします。 

－ 

202１年 

２月２４日 

お知 

らせ 

 

「 EDINET で提

出される監査報告

書の XBRL タグ

付け範囲の拡大に

関する留意事項」

の公表について 

 

日本公認会計士協会では、「EDINET で提出される監査報告書

の XBRL タグ付け範囲の拡大に関する留意事項」を 2021 年２

月 22 日付けで公表しましたので、お知らせいたします 

－ 

 

６．その他（会計制度委員会等） 

CPA協会 

HP掲載日 
種類 タイトル 内  容 適用時期等 

202１年 

２月３日 

公開 

草案 

保証業務実務指針

「非パブリック型

のブロックチェー

ンを活用した受託

業務に係る内部統

制の保証報告書に

関する実務指針」

（公開草案）の公

表について 

 

 

 日本公認会計士協会（監査・保証実務委員会）では、昨今、ブ

ロックチェーンを活用したサービスが広まりを見せている中で、

ブロックチェーンを活用した受託業務に係る内部統制の保証業

務に対する潜在的なニーズが存在すると考えられることから、保

証業務実務指針 3402「受託業務に係る内部統制の保証報告書に

関する実務指針」を基礎とした保証業務実務指針の起草を進めて

おりました。このたび、一定の取りまとめを終えたため、公開草

案として広く意見を求めることといたしました。 

－ 
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202１年 

２月４日 

周知  

 

日本監査役協会と

の共同による会長

声明「2021 年３

月期決算への対応

について 

 

 日本公認会計士協会及び日本監査役協会は、共同による会長声

明「2021 年３月期決算への対応について」を 2021 年２月４

日付けで発出しましたので、お知らせいたします。 

－ 

202１年 

２月１２日 

報告 

書 

監査基準委員会報

告書 540「会計上

の見積りの監査」

及び  関連する監

査基準委員会報告

書の改正について 

 

 日本公認会計士協会（監査基準委員会）では、2021 年１月

14 日に開催された常務理事会の承認を受けて、監査基準委員会

報告書 540「会計上の見積りの監査」及び関連する監査基準委

員会報告書の改正を公表しましたので、お知らせいたします 

－ 

202１年 

２月１２日 

報告 

書 

監査基準委員会報

告書 720「監査し

た財務諸表が含ま

れる開示書類にお

けるその他の記載

内容に関連する監

査人の責任」の改

正（改正後の名

称：監査基準委員

会報告書 720「そ

の他の記載内容に

関連する監査人の

責任」）及び関連す

る監査基準委員会

報告書の改正につ

いて 

 

 日本公認会計士協会（監査基準委員会）では、2021 年１月

14 日に開催された常務理事会の承認を受けて、監査基準委員会

報告書 720「監査した財務諸表が含まれる開示書類におけるそ

の他の記載内容に関連する監査人の責任」（改正後の名称：監査

基準委員会報告書 720「その他の記載内容に関連する監査人の

責任」）及び関連する監査基準委員会報告書の改正を公表しまし

たのでお知らせいたします。 

－ 

202１年 

２月１２日 

報告 

書 

監査基準委員会報

告書 540「会計上

の見積りの監査」

及び  監査基準委

員会報告書 720

「監査した財務諸

日本公認会計士協会（監査基準委員会）では、2021 年１月

14 日に開催された常務理事会の承認を受けて、監査基準委員会

報告書 540「会計上の見積りの監査」及び監査基準委員会報告

書 720「監査した財務諸表が含まれる開示書類におけるその他

の記載内容に関連する監査人の責任」の改正を、2021 年２月

12 日にそれぞれ公表しております 

－ 
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表が含まれる開示

書類におけるその

他の記載内容に関

連する監査人の責

任」の改正に伴う

適合修正対象の監

査基準委員会報告

書改正後本文につ

いて 

 

202１年 

２月 2２日 

研究 

報告 

 

「監査・保証実務

委員会研究報告第

34 号「建設業及び

受注制作のソフト

ウェア業における

収益の認識に関す

る監査上の留意事

項」」の公表につい

て 

 

 日本公認会計士協会（監査・保証実務委員会）では、2021

年２月 18 日に開催されました常務理事会の承認を受けて、「監

査・保証実務委員会研究報告第 34 号「建設業及び受注制作のソ

フトウェア業における収益の認識に関する監査上の留意事項」」

を公表いたしましたのでお知らせいたします。 

－ 

202１年 

２月 2６日 

公開 

草案 

 

監査基準委員会報

告書 315「企業及

び企業環境の理解

を通じた重要な虚

偽表示リスクの識

別と評価」等の改

正（公開草案）の

公表について 

 

 日本公認会計士協会（監査基準委員会）では、2019 年 12 月

に国際監査・保証基準審議会（IAASB）から公表された ISA 315

（Revised 2019）及び 2020 年 11 月に公表された監査基準

の改訂に対応させるため、関連する監査基準委員会報告書の改正

の検討を行ってまいりました。このたび、ある程度の検討を終え

たため、公開草案として公表し、広く意見を求めることにいたし

ました。 

－ 

 

Ⅱ．連絡広場 

ワンポイントメッセージ 

企業版ふるさと納税について 

地球温暖化などの環境問題を含め、国連が定めるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は社会全体で取り組まなけれ

ば解決しない。その際、大きな影響力を持つのが各企業だが、日本でもＳＤＧｓに積極的に取り組んでいる企業

もあります。そんな中、ＳＤＧｓの活動において、「企業版ふるさと納税」を活用している企業があります。 
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企業版ふるさと納税は、以前からありましたが、令和 2年度税制改正において、地方創生の更なる充実・強化に

向け、地方への資金の流れを飛躍的に高める観点から、税額控除割合の引上げや手続の簡素化等、大幅な見直し

が実施され、更に活用しやすくなりました。 

 

改正のポイント 

① 適用期限の延長 

税額控除の特例措置を５年間（令和６年度まで）延長する。 

② 税額控除割合の引上げ 

税額控除割合を現行の３割から６割に引き上げ、損金算入による軽減効果と合わせ、税の軽減効果を最大約

９割（現行約６割）とする。 

③ 認定手続きの簡素化 

地方公共団体の申請に係る負担が大幅に軽減される。 

④ 併用可能な国の補助金、交付金の範囲の拡大 

寄附可能な事業が拡大し、企業の選択肢が広がる。 

⑤ 寄附時期の制限の大幅な緩和 

企業の寄附したいタイミングでの寄附が可能になる。 

 

さらに、企業版ふるさと納税の仕組みを活用して、専門的知識・ノウハウを有する企業の人材の地方公共団体等

への派遣を促進することを通じて、地方創生のより一層の充実・強化を図ることを目的に、人材派遣型も活用で

きるようになりました。 

 

詳しくは、内閣府地方創生推進事務局のＨＰ（企業版ふるさと納税ポータルサイト）をご覧下さい。 

 

  以 上 
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